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日本の中東外交に関する考察
宮 坂 直 哉
はじめに
日本の中東外交といっても，それは非常に幅の広い問題であり，様々
なテーマが考えられる。しかし，本論文における主なテーマは，９．１１後
において急激に変化していく世界情勢の中で，日本は中東との関係をい
かにしていくべきなのか，という点である。簡単にいえば次のようなも
のである。
まず，日本は米国に政治，経済，安全保障など多岐に亘って依存して
いる。またその一方で，中東からの輸入石油にも８割程度依存してい
る。そこで問題なのは中東諸国における対米感情が，９．１１以後劇的に悪
化している点である。もちろん９．１１以前から，良好な関係だったとは言
えないが，それでも現在は最悪の状況と言えるだろう。オバマ大統領に
代わったとはいえ，それが簡単に覆ることは難しい。また，金融危機の
影響もあり，米国の中東に対する影響力は低下している。
こうした状態に対し，日本はバランス感覚を持った外交姿勢が求めら
れる。それを分かり易く表すものとして，『イスラムに負けた米国』（宮
田律）において，著者が次のように指摘している点を挙げられる。
「日本は，日米同盟の観点からアメリカのイスラム政策についても批
判せずに，協力する方針をとってきた。それが果たして日本の国益とな
るだろうか
（１）
」。
８９
これが本論文の，主要なテーマを表わしている。特に現在の中東地域
には様々な魅力や問題が存在しており，少なくとも米国が今後も軍事行
動を続ければ，それに無条件で賛同する日本も，それらとの関係を悪化
させてしまう可能性がある。しかし逆に言えば，日本は９．１１以後におけ
る米国の中東政策の失敗を教訓とし，独自のビジョンを持った，主体性
ある外交へと転じるチャンスでもある。ここで米国一辺倒の中東政策を
展開し続ければ，中東に対する日本の影響力はさらに失われていくだろ
う。
Ⅰ．日本の外交戦略における中東
日本の中東外交といっても，中東地域には，情勢不安，経済発展，石
油といった要素が存在しており，それらを確認していかなければならな
いだろう。まずは，情勢不安の現状と展望を見ていく。
１．国家レベルの不安定要因
中東諸国の中で，危険視される国家はいくつもある。例えば米国が指
定した「悪の枢軸国」では，イランとシリアが挙げられた。他にも不安
定な国家としてイラク，アフガニスタン，パレスチナ，イスラエルなど
が挙げられよう。イラクやアフガニスタンでは，現政権自体が隣国に対
し何かをするわけではないが，国内における治安情勢は極めて悪く，内
戦の懸念が存在している。また，イラン，シリアなどは核開発の問題が
あり，国家の意思によっては大規模な軍事的衝突が無いとも限らない。
パレスチナ，イスラエルにおいては，第２次世界大戦以来，幾度となく
戦争が起きており，それは周辺国も巻き込むものであった。そして現在
でも両者の間で軍事衝突がたびたび起きている。つまり，以上の国々は
可能性として軍事行動が起きやすいのである。
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（１）内戦の可能性
以上のように挙げた国家の中で，内戦になる可能性があると考えられ
るのは，イラク，アフガニスタン，パレスチナであろう。これらの国は，
いずれも内憂を抱えている。
まずイラクで懸念されるのは，民兵の武装組織である。イラク戦争
（２）
の
後，２００４年６月に暫定政府へと権限が移譲され，国民議会の選挙，憲法
の制定を経て現在に至ったが，その間自爆テロや民兵の掃討作戦など，
治安状況は極めて悪く，現在においても民間人が入国するのは危険であ
る。また，２００３年から現在に至るまで多くの死者，負傷者，難民を出し
ている。
「イラク安定のシナリオ ―イラク「内戦」終結に向けて―」（大野元
裕）では，イラクの自爆テロによる死傷者は減少したものの，全体の死
傷者は大幅に増加しているとし，それは治安悪化の最大要因が宗派対
立，政治闘争であるためだと指摘している。
スンニ派は早くから外国の過激派勢力の駆逐のために米軍と協力して
おり，治安の回復に一役買っている。一方でシーア派の場合，ムクタ
ダー・サドルの率いる勢力がイラク政府と軋轢を増し，かつ米軍の撤退
を強く求めていた。これらの内，マリキ政権の基盤であるダアワ党が３
つに分裂しているため，米軍の撤退後に軍事的勝利を単独で収めること
は難しいと，大野氏は指摘している。
しかし，２００９年９月現在において米軍はさらに４０００人の撤退を１０月末
までに行うとしており
（３）
，着実に撤退は行われつつある。
次に，アフガニスタンである。現在，タリバーン勢力が力を盛り返し
ており，今後のアフガニスタンで内戦になる可能性を持っている。特に
米国が増派する方向であり，大規模な作戦が展開されている。タリバー
ンとの交渉の可能性もあるが，この交渉が上手くいくとは思われない。
要求が ISAFの完全撤退に及ぶことが予想され，それを受け入れる可能
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性は低いと思われる。もっともアフガニスタン政府がイラクの防衛協定
を倣い，完全撤退を盛り込んだ形での交渉となる可能性もある。
アフガニスタンの情勢は悪化の一途を辿っている。隣国パキスタンと
の国境付近のトライバルエリアに潜伏するタリバーン勢力は次第に力を
増してきており，アフガニスタン内での活動を活発化させている。南部
と東部で活発に活動しているとされていたが，２００９年９月現在では北部
でも活発化している。
いずれにせよ，アフガニスタンにおける情勢不安が回復されるとは思
われない。タリバーンの残党勢力に，おそらく外国からの反米武装勢力
なども加わっているだろう。これらのゲリラ的作戦の展開を制圧するの
は，ベトナム戦争やソ連によるアフガニスタン侵攻などといった泥沼化
した戦争を見れば，それがいかに困難なことであるか分かる。
さらにもう一つ，アフガニスタンで問題なのは，現政権で汚職が横行
している点であり，それらがあることで国をまとめることが出来ず，結
果として国内の治安情勢を回復できないばかりか，国内経済の立て直し
もままならず，将来的な貧困の拡大を誘発する恐れがある。貧困の拡大
は，テロや戦争に人々を駆り立てる可能性を高める。それを避けなけれ
ばならないが，海外からの資本の流入が，国内企業を圧迫しているよう
だ
（４）
。地方の軍閥による工事の受注の独占なども起きているようであり，
健全な政府への立て直しは困難だろう。これらに加えて失業，貧困の問
題が国内の情勢不安に拍車をかけていることも懸念される。
次にパレスチナである。といってもイスラエルとの対立ではなく，パ
レスチナ内部の闘争であり，これは可能性ではなくすでに起きているこ
とである。ハマスとファタハの対立はガザ地区とヨルダン川西岸に分裂
し，両者の対立は新たなパレスチナ，イスラエルの関係，すなわち三角
関係を構築しているものと解される。
パレスチナ内部での対立は，２００６年１月のパレスチナ立法評議会選挙
でハマスが議席の過半数を獲得したことから始まったといえるだろう。
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そもそも，ハマスはそれ以前に，イスラエルのシャロン首相が，ガザ地
区の入植地からの撤退を行った後も，ガザ地区内でのテロやイスラエル
に向けたロケット砲による攻撃などを行っていた。それに対し，イスラ
エルもハマスや武装勢力の幹部の殺害や逮捕を行った。しかし，こうし
た武装闘争に対する支持を集めたことで過半数を取れたのではなく，ハ
マスが福祉サービスを提供する組織であったことが大きい。また，ファ
タハの側も政治腐敗などの問題があり，そうした状況が後押ししたので
ある。
パレスチナでは挙国一致内閣が出来たものの，結局はイスラエルの強
硬姿勢と，パレスチナ内部での抗争により分裂し，ガザ地区の占拠に
至った。これにより，パレスチナは２つに分裂し，自治政府はハマスを
排除した内閣を成立させた。しかしこれは，前述したように新たな関係
を構築することになる。
この三角関係は，イスラエルの軍事的手段と，それに対する反発，そ
して和平交渉に反対する勢力の台頭によって崩れる可能性も持ってい
る。いずれにせよ，多くの犠牲が重なっており，報復につぐ報復という
悪循環は続くと思われる。
以上のように，中東では国家の中でいくつかの勢力がぶつかり合い，
内戦へ突入する可能性を秘めている。
（２）中東の「北朝鮮」，イランに対する懸念
アジアにおいて最大の懸念は北朝鮮であることはいうまでもない。過
激な発言を繰り返し，核開発を行っている，アジアの問題児である。こ
の国に似た行為を繰り返すのが，中東のイランである。イランは秘密裏
に原子力活動を行っていたことが２００２年に明らかとなった。国際社会と
の交渉が繰り返され，制裁も行われているがいまだこの問題は解決に
至っていない。それは特にアフマディネジャド大統領の選出が大きいだ
ろう。
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２００５年に選出されたイランのアフマディネジャド大統領は，就任当初
から様々な過激発言をしてきた。最近では２００８年９月２３日の国連総会に
おける一般討論で演説し，米国のイラク，アフガニスタンにおける軍事
行動を批判するとともに，「アメリカ帝国は終焉への道を歩みつつあ
る」と発言した
（５）
。また，イスラエルの消滅を繰り返し発言している。
このような指導者を持つイランは，２００２年までに１８年間に亘って核開
発を行ってきたことが反体制派によって暴露された。それに対し英仏独
に米中ロを加えた６カ国による交渉が現在も継続して行われている。し
かし，未だ核開発の中止は受け入れられず，またその意図は明確にされ
ていないものの，核兵器保有の意思はあると考えられる。さらに，国内
体制は未だ批判を受け付けようとしない姿勢を見せており，中東地域に
おける懸念材料となっている。しかし一方で，インターネットによる意
識の変化が起きている。
２００９年に行われた大統領選挙では，不正があるとして，改革派による
デモが行われたが，海外メディアによる取材は規制された。実際に不正
があったかどうかは，確証がない以上断言できない。しかし，海外への
情報発信が，メディアではなく国民により，インターネットを手段とし
ていたものに限られた点は，未だイランは体制への批判を受け付けない
「過敏な国」であろうとしていることを実感させた。しかし同時に，イ
ンターネットという手段の拡がりは，世界均一の意識が醸成されやすい
ことを示しており，イラン国内の若い世代に変化をもたらしている。こ
れは長期的に見て，イランがより開放的な道を歩む可能性があることを
示していると思われる。
（３）シリアに対する懸念
シリアはかつて，レバノンへ駐留していたが，２００５年４月に撤退して
いる。これはレバノンのハリーリ元首相を暗殺したことで国際社会から
の圧力が強まったためである。それ以降そうした方針が転換されてい
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る。外務省によれば，周辺国や欧米諸国との関係が改善されており，
２００８年５月にはトルコの仲介によってイスラエルとの和平交渉を再開す
るなど，次第に改善されてきている。
しかし，問題もある。武装勢力の逃亡先となっている点である。現在
のハマスの指導者は，シリアに逃亡している。また，イラク戦争時にお
いてもアラブ人義勇兵のイラク入りを助けたり，あるいはテロ組織のメ
ンバーを匿ったりしているとされる。
こうした点でシリアは懸念される国家の１つであると考える。テロ組
織やその他武装勢力を支援しているといっても過言ではない。現在のよ
うな状況を維持し続ければ，中東におけるテロ活動の手助けをすること
にもつながるかもしれない。
このように中東は安定した政治情勢ではない。国内においても，国外
に対しても，相互に牽制するなど一触即発に近い状態にある。これでは
相互の対立が飛び火しあい，安定的な状況を作ることは難しいだろう。
２．米国との関係による不安定要因
中東諸国は，少なからず米国との関係を持ってきた。しかし，それが
原因となって，情勢不安が生じている。前述したイラク，アフガニスタ
ン，イラン，パレスチナ，イスラエル，シリアなどといった国家である。
今後も米国が中東に対し，影響力を行使していけばこれらの国に情勢不
安が生じるだろうし，米国にその意思があることは明確である。そこで
中東に対する米国の関わりを見ていく。
（１）軍事的行動による関わり
米国は冷戦期から世界中で代理戦争を起こしてきた。それは中東も例
外ではなく，イラク，イラン，アフガニスタンなどはその代表的なもの
であろう。そして９．１１以後，より本格的な関わりを見せるようになっ
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た。中東に自由と民主主義をもたらすという価値観外交を展開するべ
く，軍事行動も辞さない姿勢を示した。
９．１１後の最初の標的はアフガニスタンであった。国連の安保理決議を
受けて行われたこの戦争は，比較的早期に終結したものの，９．１１の首謀
者を発見することは出来ず，米国に過剰な自信を植え付けたものと考え
られる。
しかしこうした動きに対し，イラクやイランは準備通貨をドルから
ユーロへと変更する意向を表明したのである。こうした動きが他の中東
諸国へ拡大することを防ごうとしたのが，米国が起こしたイラク戦争の
目的の１つであった。世界中の国が準備通貨としてドルを保有している
ために米国は通貨の特権を維持しており，仮にドル離れが起きれば通貨
特権がなくなるか，あるいは特権を維持するために多額の財政的，経済
的負担を強いられることになる。もし，ドル通貨の国際的信頼が失墜す
れば，米国の覇権も失墜することにつながる。そうした脅威を防ぐ目的
があったと，『石油と戦争』（中堂幸政）で指摘されている。また，『安価
な石油に依存する文明の終焉』（若林宏明）では，イラク戦争開戦の理由
に上記と同様のものを挙げた上で，OPEC第２の生産国イランのユーロ
への移行に触発され，OPEC諸国がドル離れし，ユーロに向かうことを
阻止したいとの欲求があった，としている。
このように，米国の中東における軍事行動には，世界における自国の
地位を脅かしかねない脅威を排除するという目的が存在していたのであ
る。そしてイラクは，他の産油国に対する「見せしめ」でもあったと考
えられる。
しかし，これらの一連の行動は，現在では失敗と表現されている。そ
れは戦争後に大量破壊兵器を発見することは出来ず，それどころか戦争
中よりも戦後のほうが，兵士や民間人の死者が多くなったためである。
イラクが泥沼化の様相を呈し，しかも目的は達成できず，米国の財政は
赤字になり始めた。当然政権への批判は出始め，またイラクでも国内状
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況が悪化し，戦前のほうが良かった，とする意見も聞こえたほどであっ
た。
湾岸戦争以来，イラクに対し経済制裁が加えられそれが長期に亘って
いた。そのため，開戦以前から「イラク国内では医薬品や食料等の不足
など人道状況が悪化
（６）
」していたのである。イラク戦争によってそれが最
悪の状況になった。インフラは破壊され，医者も少なく満足な医療体制
も無く，物資も不足したのである。
このように，米国の軍事行動は，全てが失敗ではないが，多くの過ち
があったことは否めないだろう。また，これら一連の行動によって多く
の犠牲者が生み出された。それにより米国に対する不満を持つ者がいる
だろうし，そうした人々が自爆テロなど過激な思想に傾倒しやすいのは
当然であろう。また，戦争によって生じた情勢不安が，イラクにおける
武装勢力の台頭を許したともいえよう。中東地域においては宗教，宗
派，民族の異なりが大きく，それも要因となっている。
（２）米国の中東政策における偏り
米国の中東外交で基本的なスタンスは，イスラエルの支持である。こ
れはおそらく第２次中東戦争において，英仏とイスラエルが共同でエジ
プトに侵攻した際の非難を除き，崩れてはいないのではないだろうか。
これはユダヤ系やキリスト教右派のロビー活動が強力に行われているた
めである。そのため，中東地域ではイスラエル寄りの姿勢を取り続けて
いる。
『イスラムに負けた米国』（宮田律）の中で著者は，米国のイスラエル
寄りの中東政策はムスリムの憤懣となり，また，ブッシュ政権は歴代の
米国政権の中で最も中東和平に熱心でないといえるとした上で，それが
ムスリムの憎悪を強めているとしている。
２００８年末に行われたイスラエルによるガザ地区への侵攻に対する，国
連安保理の停戦決議で米国は決議を棄権している。これに関して，米国
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図１
出典：外務省ホームページ「外交青書 ２００７年版」より
（７）
の本音によって，２つの側面が考えられる。１つは，中東政策に対する
バランスを意識したと思わせる面である。２つ目に，本来ならば拒否権
を発動させたかったが，現在の自国の経済状況や，イラクの失敗により
単独行動主義が維持できない点，政権交代寸前であることなどの要因が
働き，単独で拒否権を行使できなかった側面が考えられる。しかしこの
いずれも，ユダヤ系のロビイストの影響を受けているのは確実であろ
う。
米国の本音はどこにあるのかは分からないが，少なくともバランスを
維持しようとしていることも確実である。次の表を見てもらいたい。
パレスチナへの支援では，単独の国家による支援でいえば，米国は抜
きん出ている。これを見る限り，本音ではイスラエルのみを支持するこ
とに対する疑問もあるのではないかと思わせる。
しかしいずれにせよ，米国の中東政策は国際協調を欠いてきたことは
事実であり，そのために中東における「不安定の芽」が蒔かれ続けてい
る。
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３．情勢不安に対する日本の中東政策
（１）日本の基本方針
ここからは中東地域の抱える諸問題に対し，日本はどのように対応し
てきたか，といった点を見ていく。
まず，基本的なスタンスは米国の方針に沿っていると言っても過言で
はない。特にイラクの開戦に向けた一連の動きに，一貫して米国の姿勢
に同調してきた。日本の外交青書でも次のように記している。
「決議案の安保理での投票を求めないことが発表されたが，イラクが
大量破壊兵器等を廃棄すべきことについて国際社会は完全に一致してお
り，イラクは大量破壊兵器等の廃棄という義務から逃れることはできな
い。同日行われたブッシュ演説に対しては，小泉総理大臣は，国際協調
を求めるこれまでの米国の外交努力を評価するとともに，同大統領の決
断を支持する旨述べた
（８）
」。
こうした日本の判断は，米国の核の傘によって守られているから，米
国に同調しなければならない，という動機によるものだった。たしかに
日米関係の維持は重要だが，ある程度主張すべきではなかったか。そも
そも，国連の査察団が入って発見できなかったことに対し，本当に持っ
ていない可能性を念頭に置きつつも，日米関係の維持のための米国支持
をしたものと解される。しかしこれは逆に日本も苦悩していたと考える
ことも出来る。当時の毎日新聞にも次のような記事があった。
「中東諸国にある日本の大使館や領事館から「イラク攻撃反対の世論
が強い」との電報が次々に入った。中東勤務が長い外務省幹部は「日米
同盟も大事だが，エネルギー安保の生命線の中東外交は死活問題」と危
機感をあらわにした
（９）
」。
イラク攻撃にはフランスやロシア，中国などの国が反対したが，米国
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は単独での攻撃も辞さない姿勢を示していた。一方の日本は，疑問を感
じつつも無条件で米国を支持していたのである。しかし同盟関係である
ならばこそ，一歩足を止め，再考することを求め，それでも米国が攻撃
を行うのであれば，賛同するという形にすることが望ましかったと考え
られる。
こうした方針とは異なり，中東和平プロセスにおいて日本は偏ること
なく，両当事者へ働き掛けている。これは第１次石油危機の際に，親ア
ラブの姿勢を示した時点と変化はない。おそらくそれは，当時の日本が
中東との関係をないがしろにすべきではないと判断し，独自の視点で
以って決めた外交方針だからであろう。
（２）中東への自衛隊派遣
アフガニスタンに続いて行われたイラク戦争で，日本は戦後史上初め
て陸軍に当たる陸上自衛隊の派遣を行っている。アフガニスタン戦争で
は，後方支援のために海上自衛隊の補給艦を派遣しているが，それに続
き，米国の動きに賛同し，陸上自衛隊を派遣し復興支援活動に従事した
ことになる。サマーワでの活動は，防衛省によれば，道路建設，浄水設
備の整備，学校の設備など，必要最低限のインフラ整備を行ったという
ことで，その活動自体は現地の人々の役に立ったことだろう。
しかし，いくつかの矛盾や問題も発生した。１つは日本の活動がイン
フラ整備に留まるのではなく，雇用面での支援も現地では期待されてい
たという点である。インフラの整備や治安の回復という問題は確かに重
要である。しかし，働くことができなければ，いくら体制が崩壊したと
しても，生活を維持することはできない。生活が維持出来ないのでは，
社会に対する不満を募らせていくだろう。実際，戦前のほうがまだ生活
が良かったという意見もある
（１０）
。結局それでは，「民主化」などというの
は幻想のようである。また，テロリズムに傾倒してしまうのは，生活の
安定がなく，未来がないということも原因の１つと考えられる。雇用の
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創出と職業訓練，こうした支援も必要であろう。しかしそれには，何よ
りもまず治安の回復がなされる必要がある。NGOなどの民間人が脅か
されることのない社会環境がなくてはならない。しかしそうした環境の
創出こそがテロリストの狙いでもあるだろう。
雇用という点に関して，もう１つ考えられることは日本のイメージ
が，武力を行使して治安を維持してくれるというものではなく，雇用を
創出し，生活を豊かにしてくれるというものであろうということだ。こ
れは特筆すべきことであり，これこそ日本が大事にしてくべき，いわば
ソフトパワーといえるのではないか。戦うことよりもそのほうが遥かに
力を持つということは，２０世紀で米国が示してきたことである。
２つ目は陸上自衛隊の活動を他国軍が警備しなければならなかった，
という矛盾である。日本の自衛隊は世界から軍隊と見られているとい
う。それは自衛隊の最新の装備，防衛支出の量を見れば，頷ける見方で
ある。しかしイラクでは，その軍隊にも等しい存在をさらに軍隊が警備
するというのである。この矛盾は，自衛隊の海外派遣は機が熟していな
い証しである。
その理由は憲法である。憲法によって禁止されている活動を，これま
では拡大解釈することにより何とか運営してきたのだが，やはり無理が
生じているということではないか。かといって憲法の改正といっても，
そう簡単に出来る状況ではなく，国民もそれが必要と判断するかは疑わ
しく，また周辺諸国の理解も得られるかどうかは難しいだろう。そうし
た点を考えると，やはり陸上自衛隊の派遣は無理があるといえる。
３つ目は，この活動によって日本も米国の協力者とみられた点であ
る。陸上自衛隊が活動中にロケット弾による砲撃を受けた，という報道
や自衛隊車両のそばで爆発があったといった報道があった。安全と判断
されたからこそ，サマーワに派遣されたはずであったにもかかわらず，
攻撃を受けたのである。日本も敵と見られたと考えて然るべきだろう。
しかしそれには大きな問題がある。すなわち，日本に対するイメージの
日本の中東外交に関する考察
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図２
出典：外務省ホームページ「外交青書 ２００８年版
（１１）
」
低下という可能性である。日本にとっての強みは，現在は後退している
とはいえ経済力である。そしてそれを背景にした発言力と，中東地域に
対して侵略した歴史が存在しないことである。米国が中東地域で受けて
いるイメージと比較してみれば，日本ははるかに暴力的イメージが薄い
はずである。日本が暴力的活動をしてこなかったことが大きいだろう。
しかし，米国との連携が必要であるのも事実であるが，それによって失
われるかもしれない日本のイメージにも意識を向けることも必要と思わ
れる。
（３）日本の経済的支援
イラク，アフガニスタンにおいて，復興支援とはいえ軍事面での活動
を行った日本だが，当然経済面での支援も行っている。下表は，年度ご
とにおける対パレスチナ支援の総額を表わしている。
このグラフを見ると，多くの支援を行っていることがよく分かる。ま
た前掲した「図１」を見れば，国家単独による支援が世界で２番目であ
ることは分かる。外交青書によれば，イラクには円借款を中心として最
大５０億米ドル，アフガニスタンには２００７年９月までに約１２．４憶米ドルを
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支援している。
また，ODAによる支援もある。２００６年版の ODA白書において，
「２００５年の二国間 ODAは，約３４憶７９２２万ドルで，二国間 ODA全体に
占める割合は３３．２％
（１２）
」となっている。また，最も大きく支援しているの
はイラクである。戦争前の経済制裁と戦争による荒廃が激しいためであ
ろう。
また，興味深いものがパレスチナに対する支援である。２００６年７月に
小泉首相が中東を訪問した際に提唱した，「平和と繁栄の回廊」構想に
基づくもので，ヨルダン川西岸地区に農産業団地を建設し，西岸地区か
らヨルダンを通り，湾岸諸国へ抜ける物流を促進するというものであ
る。これをイスラエル・ヨルダン・パレスチナでもって推進する。日本
の狙いとしては，経済発展を促し，その協議を通じて和平に貢献し，さ
らに日本主導で行われた，という３つの目的を持っていると思われる。
これらの地域では，特に戦争を体験してきた国は国土が荒廃していた
り，あるいは発展が遅れていたりする。また，インフラが破壊された
り，水不足になったりといった問題もある。イラクなどはそうした荒廃
だけでなく，難民も多数存在しており，そうした人々への援助も必要で
あろう。とにかく必要なことは，治安の改善，そして生活の成り立つよ
うな経済を創出できる環境づくりである。日本は，経済大国として，そ
うした面での支援を広く推し進めていかなければならない。それが日本
の国益となるだろうし，むしろハード面での国際貢献活動などよりも効
果が期待できる。パレスチナにしても，ガザの侵攻で今後は不透明に
なっているが，前述の支援は継続していく必要があるだろう。また，こ
うした手法こそが日本の強みを生かした支援であろう。ただし，そのた
めには治安の回復が必要である。
日本は経済面での支援を重視して中東の安定を図るべきである。繰り
返すが，そのための治安確保は絶対条件である。そのために，ある程度
の軍事的解決もあり得る。ただし日本が率先してそれを行うのは好まし
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くない。ここに矛盾のようなものが存在している。これを克服するに
は，時間をかけることと外交力を駆使し，治安回復に向けた国際体制を
構築すること，そして企業への呼びかけと説明を繰り返し行うことであ
ろう。他力本願とも言えるが，軍事力の行使は逆効果である以上，こう
した方法を用いるしかないだろう
Ⅱ．中東地域の経済面での魅力と日本
近年の湾岸諸国は目覚ましい経済的発展を遂げている。その多くは資
源を基にしたものであった。しかし，資源依存型経済に対する危機感を
持つ各国は次第に転換を図りつつある。例えばアラブ首長国やクウェー
トなどである。また，世界最大の石油資源埋蔵国であるサウジアラビア
も資源依存型の転換を図りつつある。こうした経済発展国は治安が極め
て安定しており，日本の企業進出が行われることが望ましい。しかし，
中東において海外からの企業を受け入れているクルド地域などでは，韓
国企業が盛んに進出しているのに対し，日本は遅れている。
そこで本節では，中東地域における経済的魅力について見ていく。
１．湾岸諸国における経済発展と歪み
中東における経済発展の象徴的な存在として，アラブ首長国が挙げら
れるだろう。アラブ首長国連邦は，日本の原油輸入量がサウジアラビア
に次いで２番目に多い国家である。また，この国は非常に安定してお
り，テロなどは無く治安も比較的良好である。経済はドバイを中心に急
激に成長しており，２００７年の GDP成長率は１６．５％である
（１３）
。
また，近年のドバイは急速な発展をしており，開発ラッシュが続いて
いる。特に象徴的な建築物が目につく。世界最高層ビル，ブルジュ・ド
バイは８００メートルを超え，海上にはヤシの形をした人工島を造成し，
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世界の形をした人工島も造成されている。これらは開発の一端であり，
現在約４千件の建設プロジェクトが進行中である
（１４）
。
このような発展を遂げた理由は，石油の生産には限界があると見て石
油依存の経済から金融経済に力を入れたためである。それは次のような
ものである。
「ドバイでは，５０年間無税，外資１００％可，自国民労働に関するエミ
タリゼーション規制免除，利益送金規制免除などを保証する伝統的フ
リーゾーンのジュベル・アリ・フリーゾーンに加え，知識産業分野の集
積地など，斬新な多くのハブ機能を有するゾーンを創設していった。ま
た国際証券取引所，商品先物取引所，国際金融センターなども創設し，
最近稼働している
（１５）
」。
他にも，前述したようなリゾート施設や別荘などの設備を充実させて
いる。「湾岸産油国における高成長と経済的歪み」（大工原桂）では，商
業と観光設備を最初に大規模に整備し，あとからヒトや企業を呼び込む
開発方式としており，ドバイの都市全体が工事現場と化しているとして
いる。
しかし，このようなドバイの急成長の裏には歪みもあると主張してい
る。例えば外国人労働者の労働環境や待遇が劣悪であることはその１つ
である。また，特に昨今の金融不安により，金融経済に頼り過ぎたこの
国の経済は次第に低下しつつある。また，これは世界中で見られること
だが，株価が低下を続けており，都市全体の工事現場化という現象も変
化し，工事のストップが相次いでいる。それに加え，原油の高騰が転じ
て急速に低下していることも影響しているだろう。原油価格は，１バレ
ル３５ドル近くまで低下している。OPECは大幅に減産して価格の低下を
防ごうとしているが，効果があるかは疑問である。こうした状況はおそ
らく，以前までは旺盛に商品先物取引市場での注文が行われてきた反動
で，一気にそれが反転したことによるだろう。つまり金融経済の過剰な
膨張が原油価格を支えていたのである。それが崩壊したことで価格も急
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速に下落したと考えられる。もっとも，２００９年１０月現在では，価格は上
昇しており，供給自体よりも，市場の取引による影響のほうが大きいこ
とを証明している。
また，サウジアラビアなどは原油価格に影響を受けやすい。『サウジ
アラビア―変わりゆく石油王国―』（保坂修司）で，同国は典型的な石油
依存型経済で，石油以外の産業を持たず，莫大な石油収入によって国家
の歳入の大半が賄えるという。さらに GDPは石油価格と連動してい
る。そのため石油価格の乱高下は，同国にとって困るとしている。石油
価格の上下が市場によって決まる現状において，国際情勢によって GDP
が変わり，サウジアラビアはそれに左右されるとしている。
アラブ首長国の場合はそこまでではないにしろ，原油価格の乱高下は
悪影響であろう。むしろ，行き過ぎた金融経済のほうが問題ではないだ
ろうか。
しかし，経済的な発展を遂げたことで中東という世界が，日本にとっ
てより身近になったことは確かである。問題は経済をどのように立て直
し，そして地に足の着いた経済状況を作り出せるかという点である。特
にドバイは日本にとって，観光地として期待できるのではないだろう
か。
２．資源の眠る湾岸諸国
（１）石油大国サウジアラビア
中東地域は，日本のエネルギー面において重要な存在である。その中
でも最大の原油輸入国がサウジアラビアである。そこで，サウジアラビ
アの原油採掘に関する部分を概観する。
原油の採掘は東部にそのほとんどが埋蔵されており，サウジアラビア
の国有会社である，サウジ・アラムコによって採掘されている。「同社
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の１５０万平方キロメートルの操業区域には８５の油田と３２０の油層があり，
確認埋蔵量
（１６）
は２６００憶バレルにおよび，油田の所在は海底油田と陸上油田
を合わせて延長１０００キロメートルもの広範囲に散在する
（１７）
」とあり，同国
にとって最大の収入源である。こうした油田での採掘で生産される量
は，「OIL NOW ２００８」（日本エネルギー経済研究所 石油情報センター）によ
れば，８７０万バレル／日であり，ロシアの９７２万バレル／日に次いで世界
第２位である。しかし，これは１日の生産量であり，原油の確認埋蔵量
はサウジアラビアが２６４３億バレル，次いでカナダが１７８６憶バレル，ロシ
アは６００憶バレルとなっており，サウジアラビアが世界最大の原油保有
国であるといえる。そのため，中東においてイニシアティブをとる国家
としての可能性を見せている。その代表的なものはイスラエル，パレス
チナなどの対立，あるいは内部対立の仲介である。これらはアラブ人で
ある点，そして経済的な大国となりつつある点などが要因となり成功し
ているものと考えられる。
また，サウジアラビアの石油資源開発も外資への開放が行われ始めた
が，その相手は中国やロシアの石油会社であった。どちらも石油の需要
が今後も上昇することが予想される国家である。特に中国はアフリカに
おいても親密な関係を築きあげて，資源獲得に動いている。そのことが
スーダンのダルフール問題にも関わってくるが，いずれにせよ新興国の
台頭は資源を巡る国際的な動きを変化させている。そしてその中で中東
との関わりは，日本にとって世界の資源獲得の動きを注視する指標とな
る。
また，サウジアラビアは石油を売る際にドル建てで行うように米国か
ら約束させられている。そのため，売上はドルによるものであり，ドル
の国際市場における価値の維持に貢献しているのである
（１８）
。しかし仮に，
それをユーロへと変化させたとなれば，ドルの価値は低下し，さらに他
の国でも価値の低下したドルではなく，ユーロを選ぶということになる
かも知れず，ドルの信用低下の危険がある。米国からの敵視を受け，イ
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ラクとイランはユーロへの移行を表明し，それがイラク戦争の原因とも
なった。その点を『石油と戦争』（現代書館）の中で，中堂氏は指摘して
いる。
（２）天然ガス大国カタールと資源依存からの脱却
カタールは石油・天然ガスといった資源によって得られる利益で大き
な経済的発展を遂げている。簡単に GDPだけでみても，２００７年は約７１０
億ドルで，１人当たりの GDPは４９０００ドルである。一方アラブ首長国の
場合，GDPは約１９００億ドルもあるが，１人当たりの GDPは約４２０００ドル
となっている。これは，カタールは人口が少なくとも内実は裕福である
ことを示唆している。
また，天然ガスの確認埋蔵量は，British Petroleumが出している
「Statistical Review２００８」によればロシア，イランに次いで第３番目で
あり，全体の割合で言えば，ロシアが２５．２％，イランが１５．７％，そして
カタールが１４．４％である。その他の国々が世界で占める割合は，全て一
桁台であり，第４位はサウジアラビアの４％と大きく離れている。
こうした点で，日本はカタールとの関係強化により努めるべきだが，
エネルギー資源庁によれば，２００５年度の液化天然ガスの輸入は，インド
ネシア，マレーシア，オーストラリア，ブルネイなどが大半を占めてお
り，カタールは１１．１％に留まっている。資源供給地の分散化という点で
は石油よりも安定的である。しかし，カタールの埋蔵量が今後増加して
くる見込みであり
（１９）
，日本としても積極的な接触をしていくべきではない
か。
また，注目したいのは，そうした資源による経済的発展では資源が枯
渇した時に強みが無くなることを見越し，資源依存型経済から脱却する
ため産業育成に努めている点である。カタールには，ノース・フィール
ドガス田という世界最大級のガス田が存在するが，その開発が進められ
ているにもかかわらずだ。特に教育に力を入れており，産業技術誘致の
研究年報 社会科学研究 第３０号（２０１０年２月１５日）
１０８
ため，欧米の大手企業を呼び込み研究開発への優遇税制や米国の有名大
学の誘致など人材の育成に努めている。こうした「依存からの脱却」を
図れるところにも魅力がある。
（３）日本の中東進出
これまで見てきたカタールでは，日本学校の建設が行われるなど，日
本に対して文化的な興味を持つ土壌が出来始めている。また，日本とし
ても２００６年に両国間での経済関係強化のための共同声明の調印が行われ
た。さらに「日本・カタール合同経済委員会」が設置され，ビジネス環
境整備・投資作業部会，エネルギー作業部会が設置されて，経済的な関
係強化に向けて現在も協議が続いている。また，企業も３０社が進出して
おり，在留邦人は８００人近くにまで増加している
（２０）
。他にもアラブ首長国，
サウジアラビア，イランなどにも進出している。
しかし，一方でイラクなどでは企業進出が進んでいない。最大の問題
は治安である。これが企業にとって海外に進出することを忌避させる要
因であろう。
アフガニスタンでも，日系企業がテロの標的にされたこともあった。
死傷者に日本人は含まれないものの，多くの犠牲が生じ，アフガニスタ
ンへの企業進出は危険であることを示した。しかし，民生支援は継続す
る必要があるだろう。
３．ピーク・オイルと中東
中東地域で採掘できる原油は，当然のことながら限られており，現在
その生産にはいずれピークがくると見られている。１９５６年に米国におい
てピーク・オイル論が発表された。マリオン・キング・ハバートによっ
て発表された論文で，それまで莫大な石油が埋蔵されていると考えられ
ていた石油生産は，累積生産量の半ばでピークが生じ，やがてゼロへ転
日本の中東外交に関する考察
１０９
じるといった内容である。当時，それが発表された時は大いに批判され
たが，７０年代になるとそれが米国内において実際に適合するものである
ことが分かった。さらにアラスカ，北海の油田はすでにピークであると
いう
（２１）
。石油が枯渇するならば，それを補うために新たな供給地を探して
確保しつつ，現在の供給地はより安定的な情勢であることが望ましい。
そして，出来る限り米国と競合するような経済国の進出は避けたい，と
いうような思惑を米国が持っていたと考えられる。アフガニスタンやイ
ラク戦争は，米ドルに関する経済的要因に加え，そうした石油資源の安
定確保という思惑があったと，『石油と戦争』（中堂幸政）で指摘してい
る。
この点を考えると，石油や天然ガスなどの資源供給地という面で，今
後中東地域の存在感が増してくるように思われる。「OIL NOW ２００８」
（日本エネルギー経済研究所 石油情報センター）で記載されている原油の生
産量は，中東地域だけで約４割である。それ以外は世界中に分布してお
り，一地域でこれだけの量が生産されている。さらに原油の可採年数を
見てみると，中東地域以外で約６割近くを生産している生産量の比較的
少ないカナダのみが１８５年と長く，その他のロシアや米国，中国などは
わずか１０年から２０年程度となっている。一方，中東諸国では平均で約１０６
年程度となっている。もちろんこれらの数値は，新油田の発見や，代替
エネルギーの普及，開発，需要の変化による生産量の増加などといった
要因で増減するだろう。しかし，中東地域に眠る原油は多く，将来的に
も持続性を期待される供給地であり続けるだろう。
そこに日本は石油依存している。次ページの図を見てもらいたい。
これを見れば，いかに中東地域の比率が高いか判断するのに難しくは
ないだろう。日本にとって，これらの地域はエネルギー供給面で非常に
重要である。
価格面においても重要である。原油価格は近年高騰し続け，産油国は
大いに潤い，一般人はその価格の高さに閉口していた。あまりの高さ
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に，日本では寒冷地における高齢者向けの「灯油券」を配るという事態
になった。ところが，リーマンショック以降急激に原油価格が低下し，
今ではニューヨークの原油取引相場は４８ドル程度になっている。原油価
格は市場に左右され，市場は国際的な動向に左右されやすい。
例えば中東で軍事行動が行われる可能性が強ければ，原油供給が停止
する可能性も表れる。そうすると原油価格が上昇していく。『オイル＆
マネー』（藤沢治・吉田健一郎）ではそうした事例がいくつか挙げられてい
る。イスラエル高官のイラン攻撃を匂わす発言や，パキスタンのブット
氏の暗殺などの要因で一時的に上昇していると指摘している。また，ア
フガニスタン，イラクと戦争が続いたことで原油は上昇傾向になったこ
とは事実である。
このように価格は国際情勢に左右されやすいのである。そして中東地
域は，不安定な情勢が未だ根強いため，いつ原油上昇が起きてもおかし
くはない。だからこそ日本にとって中東の安定化は必要なのである。
現在は，消費国にとって有利な低価格になっているものの，産油国は
図３：日本の国別原油輸入量・輸入比率
出典：『OIL NOW２００８』P１２「わが国の国別原油輸入量・輸入比率（２００６年度）」より作成
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収入が大きく減少している。これは産油国の経済的安定を脅かすかもし
れないし，逆にイランなどの政権交代を促すかもしれない。いずれにせ
よ原油価格の上下の波は，不安定な情勢をもたらす可能性も秘めてい
る。
Ⅲ．米国との関係 ―日米同盟と国際貢献―
ここからは日米関係を見ていくこととする。日本にとって米国は，外
交，経済，文化など様々な繋がりのある国家であり，政府見解でも日本
外交の基軸とされている。しかし，この関係への依存は日本にとって主
体的な外交姿勢を失わせている。
日本と米国の関係の中で重要なことの一つに，日米安全保障条約に
則った日米同盟があろう。この同盟は，半世紀近くに亘って維持され続
けてきた同盟関係である。この関係により，日本は自国の力を国防に注
ぎすぎることなく，自国の安全保障体制を維持してきた。もし日本がこ
の関係を解消することになれば，現在存在する日本周辺の防衛力は低下
するだけでなく，十分な力を維持するために国防費が膨れ上がることに
なるか，もしくは低下した状態が維持され，少しずつ上昇するだろう。
しかしそうなれば，日本の経済面での競争力は今よりも低下すると思わ
れる。そのためこの関係を解消することは，日本にとってマイナスにな
ることは間違いなく，経済的にも深い関係を維持している，米国との関
係が悪化する可能性も懸念される。よって，日米同盟の維持は日本に
とって不可欠の存在となっている。
１．日本の安全保障と米国 ―その問題点―
日米安全保障体制は，日本は基地や費用を負担し米軍がその防衛を担
うと解釈すれば最も理解しやすいだろう。しかしながら，この体制は明
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らかに偏ったものとなっている。自国の防衛を他国に任せ，日本はその
支援と基地，費用などを提供するだけである。同盟関係とは本来，相互
に同程度の責任を負うものであろう。こうした体制が成り立つのは，冷
戦期の対ソ連戦略によるところが大きい。
この体制が作られた冷戦期に，米国はソ連を封じ込めることを目的と
しており，その拠点の１つが日本であった。日本は拠点としての機能を
期待されていたのである。そのため，沖縄が返還された後も米軍は駐留
を続けた。このことは米国にとっても日本にとっても都合のいいこと
だっただろう。日本にとっては，自国の軍事力を増強するための力を経
済に注ぐことが出来，米国は拠点の維持や共産主義や社会主義の太平洋
進出を避ける拠点になるからである。
そのため，日本は戦前のような軍事大国化することなく，米国の同盟
国となり，尚且つ基地と費用を提供し，有事とあれば自国の防衛と米国
軍の支援をする機能を果たすのみで，相互にとって理想的な拠点であっ
た。
しかし，これには問題点がある。１つは在日米軍基地周辺で絶えない
様々な事件である。事件の種類は様々であるが，暴行，強盗，強盗殺人，
婦女暴行などが主たるものであろう。特に在日米軍の多くは沖縄に集中
しており，また歴史的にみても戦後から占領下にあったことから沖縄で
はそれらの事件が多数発生している。米軍の構成員による犯罪は，合計
で５５１４件である。また次のグラフを見てもらえばその推移が分かりやす
くなると思われる。
沖縄返還後からは全体として減少してきているもの，その減少の仕方
には波がある。米軍内部での規律が厳しくなったか，国際状況の変化な
ど様々な要因を推測できるが，地元からの批判というのも要因と考えら
れる。
また，沖縄では，本島北部で１２歳の少女が３人の海兵隊員にレイプさ
れるという事件が１９９５年に発生しており，それが沖縄全島における反基
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地闘争にまで拡がった。この事件により感情が爆発し，『在日米軍』（梅
林宏道）では，それを次のように記述している。
「沖縄県民の怒りの背景には，繰り返される米軍犯罪に対して募って
いた住民の苛立ちがあった。「沖縄のマグマ」と呼ばれたその感情のな
かには，国土面積の０．６％を占めるに過ぎない沖縄に，日本全体の７５％
もの広さの米軍基地を押しつけている差別構造への怒り，米兵の犯罪に
対して日本の司法権が制約されていることなど占領時代の記憶につなが
る反米感情，そして戦争暴力と二重写しになる女性への性暴力に対する
憎しみ，などが混在していた
（２３）
」。
この事件は，日米地位協定に影響を与え，起訴前の被疑者の拘禁を移
転する要請に好意的な配慮を払うとされた。しかし，あくまでも好意的
配慮であり，対等な協定ではないとしている。米兵による事件は，日米
同盟にとってその関係に大きな影響を与える問題となっている。
２つ目に日本は，米国の方針をほぼ全面的に受け入れざるを得ない点
である。経済，外交などの分野では特にそうである。日本は米国の軍事
図４：米軍構成員犯罪検挙件数
出典：「沖縄県警察ホームページ 米軍構成員犯罪検挙状況
（２２）
」より作成
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力に頼るところが大きいということは周知である。そのために日本は，
その関係を良好に維持するため米国の方針を受け入れていかなければな
らない，というのが現在の日本においても基本的な原則になっているも
のと考えられる。おそらく現在に至るまでに，米国の方針に全面的に反
対したということはないのではないか。上述の地位協定に関してもそう
である。日本は立場的に，米国と同じ高さに立っているのではなく，や
や低い位置にいる。例えば北朝鮮のテロ指定国家解除問題にしても，日
本はこれまで拉致問題の解決を最優先とし，解決がなされないならば指
定解除しないよう要請していたが，結局は受け入れられなかった。ま
た，それに対して米国側は韓国を優先している。北朝鮮問題に関して
は，米国も成果を焦り過ぎた感があるが，それでも日本は頭越しに問題
を進められてしまったといえる。
日本と米国は対等の立場にはないということは，それは中東政策にも
大きく関わってくる。イランのアザデガン油田の権益を，米国の圧力に
より逃してしまったことは，日本は中東地域での活動に制限があるとい
うことを示している。またこうしたことは，日本も米国同様の侵略行為
を正当化する国家である，とみなされる可能性も秘めている。
以上のように，日米同盟は日本にとって経済発展という利点をもたら
した一方，国内での基地問題などの深刻な問題を抱えると共に，米国の
外交方針に従わねばならないという問題もある。そしてそれは，日本の
中東外交にとっては大きな障害にもなりかねない問題である。
また，この問題に関して重要なことがある。それは９．１１事件後の「テ
ロとの戦い」において米国との関係を強化しようとする日本に対する，
中国の反応である。
「９．１１事件は様々な波及効果があり，小泉内閣はアメリカとの軍事的
関係の強化，イラクへの自衛隊派遣などといったような，全面的な支援
の姿勢を米国に示し，中国の懐疑的な反応を呼んだ。日本が国際テロと
の戦いを口実にして日米安保条約を機能的に強化しているのではない
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か
（２４）
」といった疑念を生じさせた。中国は日米安保を既成事実として黙認
していたが，こうした日米の関係強化は中国にとって反発を生み出すに
は十分であっただろう。
日本にとって日米関係の強化は，「諸刃の剣」であった。次節におい
て見ていくが，日本にとって経済面で中国の存在が大きくなるだろう。
そうした中で，米国との関係をどのようにしていくか，という点も大き
な問題となってくる。
２．日本の国際貢献と憲法９条の矛盾
日本は湾岸戦争において大きく批判されたことで，PKOへの参加と
いう形で自衛隊の海外派遣を行い始めた。そしてそれは，２００１年の９．１１
事件を皮切りにした米国の「テロとの戦い」への参加という形にまで進
んだ。そのため今日に至るまで，日本国内では，しきりに国際貢献をす
ることが国益にかなうという議論が繰り返されてきた。たしかに米国主
導の国際的な潮流に乗ることは，米国との親密な関係を維持したい日本
にとって，良い印象を米国には与えるだろう。しかし，PKOや一連の
中東地域への派遣には，集団的自衛権の行使という問題が必ず関わって
くるだろう。そして憲法に則っていれば，それが出来ないはずである。
日本の政府解釈では，国連憲章の上では日本も集団的自衛権を保持し
ているものとされるが，憲法上の規定に従い，必要最低限度の自衛権の
み行使できるとしている。つまり，日本は集団的自衛権を保持しつつ
も，それを行使することは憲法上できないとしているのである。ただ
し，自国に対する外国からの急迫不正な侵害を受けた場合は，自国を防
衛する最低限度の実力行使である，個別的自衛権は認めている。これが
日本の自衛権に対する基本的な立場であろう。
『憲法第４版』（芦部信喜）によれば，戦力の解釈を政府は緩やかに解
釈しているとし，通説で戦力とは「軍隊および有事の際にそれに転化し
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うる程度の実力部隊であると解している。軍隊とは，外敵の攻撃に対し
て実力をもってこれに対抗し，国土を防衛することを目的として設けら
れた，人的・物的手段の組織体を言う
（２５）
」としている。そしてこの解釈か
らすれば，現在の自衛隊の装備や編成の実態から戦力に該当するものと
指摘している。これは外国から，自衛隊は軍隊であると考えられている
ことからも当然といえよう。そして，厳密にいえば戦力の不保持をう
たった憲法に違反しているといえる。
さらに，「いかに国際貢献という目的であっても，憲法９条の改正な
くして，現状のままの自衛隊が部隊として（とくに PKFに）参加する出
動を認めることは，法的にきわめて難しい
（２６）
。」としている。
ではイラク派遣はどうだっただろうか。人道復興支援を目的としてい
るため武力行使は伴わず，派遣は問題ないというのが政府の主張であっ
た。そもそも，湾岸戦争時に批判されるまで，日本は PKOも，武力行
使を伴わない停戦監視団ですら認められないとしてきたのである。それ
が今回の派遣では，急遽イラク特措法を作り，派遣の法的裏付けをし
た。しかし，これは憲法９条の規定に違反するものであることは明白で
ある。また，「日本の支援行動は，その実態において，政府がこれまで
憲法上禁止されていると説明してきたはずの集団的自衛権の行使にあた
るという批判を免れない
（２７）
」という意見もある。
アフガニスタンやイラクでの活動を後方から支援し，陸では復興支
援，海では補給活動を行い，直接的に武力行使を伴わないから問題はな
い，ということはあり得ないだろう。補給活動ではイージス艦が護衛艦
として同行しているし，復興支援活動では実際に何度かロケット弾によ
る攻撃を受けており，それを阻止するために武力行使に及んでもおかし
くない状況にあった。それらの活動の中で，もし仮に近くにいる外国の
部隊が攻撃された場合，建前ではそれを阻止したり，攻撃したりすると
いうことは出来ない。しかし，実際に命を危険に晒している人間を目の
前で見捨てるというのは，感情的に難しいのではないか。
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日本は今後，国際協調を貫くとしており，防衛庁も防衛省へと改編さ
れ，海外活動が自衛隊の本来任務へと引き上げられた。しかし，それに
は憲法との整合性を突き詰めていかなければならない。この問題は憲法
を都合のいいように解釈して，それでよしとしてはならない。本当にそ
れを貫くならば，国民を巻き込んだ議論を展開し，日本全体が覚悟して
その問題に取り組む必要がある。
２００７年には，「日本国憲法の改正手続きに関する法律案」が可決され，
２０１０年には施行される。しかし，多くの問題点を孕んでおり，改正案は
９条だけでなく公共の精神を育むなどの内容も盛り込むものであるが，
それらを１人１人が真剣に考えられる場を作らなければならないだろ
う。
Ⅳ．まとめ
以上のように見てきた，中東，そして米国の持つ要素を確認し，日本
にとって今後どのような外交の形が望ましいのか，それを検討してい
く。
１．中東の情勢不安と展望 ―意識改革と長期的支援―
経済的に発展しつつも，それが停滞し始めている湾岸諸国であるが，
治安面でいえば現在は安定している。しかし，イラクやアフガニスタン
などといった国々は，様々な面で不安定である。
現在それらの国で繰り返されるテロは，民間人にまで及んでいるもの
の，それは支持を得ることはできないのは明白である。彼らもまた米国
同様に，人からの恨みを買う行為を大義名分の下に繰り返しているに他
ならない。
しかし，米国も今のような民間人を巻き込むような方法で対処するこ
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とは，将来に禍根を残すことにもなろう。はっきり言えば，米国と同盟
国はこれらの国々への支援に留まり，そして彼らの経済的な発展を促す
ことこそが最善の策である。
２００９年１月７日付の日本経済新聞に，東京大学の山内昌之教授の記事
が出た。その中では，中東の混乱の根底には若者の人口増加と失業とい
う問題があり，それがテロや闘争につながると指摘している。着々と増
加するイスラーム圏の人口は，２０２０年には６億人となり，さらにそうし
た懸念が増える。山内教授は，テロの根絶には，長期的な教育と産児制
限，女性解放や識字率の向上を行い出生率の低下を図り，さらに多数の
移民を受け入れる選択肢もあるとし，そしてムスリム市民の意識改革な
ど，長期的な展望で臨むしかないとしている。この好例として，トルコ
を挙げている。たしかに，トルコは EU加盟や宗教教育の選択化などと
いった国内の風習の自由化，欧州化を目指している
（２８）
。今後のトルコは中
東地域で大きな存在になるものと考えられる。
いずれにせよ軍事的手段ではなく，こうした長期的かつ国際協調が必
要となる方法が，真に効果を見せるだろう。これは中東だけでなく，例
えばソマリアの海賊に対しても言えることであろう。ただし，極端な産
児制限は，将来的に少子高齢化の問題を作ることにもなるため，ある程
度のバランスが必要である。また，移民の問題に関しても，日本などが
受け入れるには，国内の意識も改革する必要がある。さらに山内教授も
指摘しているが，全世界的不況の中で海外での雇用を求めても，雇用出
来ない可能性があることも問題だ。
以上のような懸念もあるが，中東の情勢不安にはこうした長期的な経
済や教育，移民の受け入れ，また，短期的にはインフラ整備，医療など
の支援が必要となるだろう。日本もそうした形での支援をより積極的に
行うべきであるが，そこで重要になってくるのは，日本の国内における
意識の改革である。
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２．中東と日本 ―教育機会の創設と価値観の理解―
日本にとって，中東地域は様々な要素を持っている。まず豊富な資
源，そして湾岸諸国の将来性，さらには不安定な情勢といった点であ
る。
第１の要素は，言うまでもなく日本はより積極的に参加していく，と
いう姿勢で臨むことが望ましい。また，第２の要素に関しては不安感も
あるが，そうした基本姿勢はやはり持つべきであろう。
問題は，日本人にとって中東はいまだ「遠い国」である点だ。それは
おそらく距離的な要因もあるだろう。しかし最もその要因として大きい
のは，文化的な接触が少なく，それらの地域に対する理解が進んでいな
いことにあると思われる。アフガニスタン，イラクと大規模な戦争が立
て続けに起こったことで，それ以前よりも理解は進んだだろう。しか
し，それは戦争やテロ，あるいは「イスラーム原理主義」などといった
野蛮ともとれる形での歪曲した理解が多いのではないか。カタールや，
イラク北部のクルド地域への企業進出が行われないことなども，そうし
た理解の遅れがある。たしかに危険ではあるし，進出企業にとってメ
リットがないと感じることもあるかもしれない。しかし，例えばクルド
地域へは韓国は積極的に進出しているのである。治安面で危険であると
いうことも，見方を変えれば米国もまた同様に危険であるといえよう。
日本にとって重要なことは，積極的な参加を促進していくため，国内か
ら意識を変えていくことである。宮田律氏は，著『現代イスラムの潮
流』のまえがきで次のように書いている。
「ムスリムが〔つきあいにくい隣人〕という印象をもたれるのは，豚
を不浄視したり，また婦人がヒジャーブを着用するなどイスラムの宗教
的慣行と，欧米や日本の文化とのギャップがあるからだ
（２９）
」。
これは日本の多くの人々が陥っていることではないだろうか。例え
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ば，筆者の周辺でも「イスラームは理解しにくいのではないか」といっ
た意見や，中東地域においてイラクの位置を正確に把握していない人も
存在している。理解されていないというよりも，それに対する興味の度
合が少ないということもあるだろうが，それでも中東に対する興味関心
は，他の国や地域に比して薄いと感じることがたびたびある。もっと
も，現代のような詰込教育では仕方のないことではあるが，中東がいか
に不安定であり，そして日本にとって重要であるか，知識として知って
おくべきである。そのために，義務教育の時点から海外の言語や習慣，
文化を幅広く興味を持つことの出来る機会を創ることである。
近年中国の台頭が著しいが，米国では中国語の教室を設けている。ま
た，かつてバブル景気以前，日本が世界にその名を轟かせていた時も同
様に米国では，日本語の講座が設けられていた。今後の日本でも，米国
のように教育の早い段階で海外に関する知識を身に付け，そしてそれら
の国々のスペシャリストとなることのできる基礎段階の機会の創設が必
要と思われる。そうしたことを長期的に行うことで，少しずつ日本の閉
鎖的な意識の改革をしていき，ひいては国際問題への興味関心，あるい
は移民の問題に対し，国民も考えていく土壌を作るべきである。
一方，第３の要素に関しては日米同盟を良好に保つという観点から，
日本は米国への協力というのが基本の姿勢となるだろう。米国と異なっ
た行動を取ったことでその同盟関係がすぐに解消されるということは無
いだろうが，現状あらゆる面で米国の存在は日本にとって必要不可欠で
あるからだ。
しかしそうすると日本は，中東地域との関わりで方向性を定められて
しまい，特に経済面で影響が出てくる。例えば，イランのアザデガン油
田権益の喪失が挙げられよう。イランだけでなく懸念される中東諸国へ
の米国の強硬姿勢が改まらない限り，日本独自の考えに基づいた外交や
経済活動は阻害されてしまう。そのため最も望ましいのは，米国の対話
路線への転換と中東の安定化である。前者はある程度期待できる。新た
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なテロなどの突発的な不測の事態が起きなければ，次期大統領に決まっ
たオバマ大統領はブッシュ大統領路線を踏襲することは無いと考えられ
る。
そして後者に関して，毎日新聞が次のように社説に書いていた。「中
東和平でも，日本はもっと存在感を示せるはずだ。ブッシュ政権はイス
ラエル・パレスチナの交渉仲介に熱心とはいえず，中東とゆかりが深い
英仏露の動きも鈍い。昔からアラブ，イスラエル双方と関係が良好な日
本は，対話機運を醸成する上で貴重な存在だ
（３０）
」。今後，アメリカのオバ
マ政権は中東和平に積極的に取り組むだろうし，日本外交にとっても
チャンスであるといえる。米国の方針転換に伴い，日本も前面に出てい
くべきだろう。
以上のように挙げてきた日本における中東外交の要素の中で，不安定
地域には不確定な部分が多く，もはや外からの主体的な軍事行動で解決
できる問題ではないと思われる。日本としては，経済的手段による安定
化支援を独自に進めつつ，時には米国による軍事行動を戒める必要があ
る。アフガニスタンとパキスタンで行おうとしている掃討作戦は，無関
係の人々に犠牲を出させていることで，新たな憎しみを生じさせてお
り，これに対してもある程度の検討を働き掛けていくことが，同盟国た
る日本の役目でもあるだろう。
そして同時に，日本は国内に対しても外国への理解を進める教育の普
及を行うべきである。他者の価値観を学ぶ機会の創設，それが日本に
とって重要であると考える。
３．日米関係の再構築
日米間の外交関係は中東外交にまで影響を与えており，中東地域との
外交関係において，日本は米国の方針に無条件で賛成するような形を改
める必要がある。もっと言えば新しい形の日米関係を模索すべきであ
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る。日米関係はたしかに重要である。しかし，日本が中核だと感じてい
ても，米国にとっては重要な同盟国の「１つ」に過ぎないのだ。それは
北朝鮮問題への関わり方を見ればよく分かるだろう。日本にとって最大
の貿易相手国は，２００２年より中国へと変化した。また，中東には不安定
な情勢がある一方で，前述してきたような経済発展の可能性を秘めてい
る。
今後，世界は多極化するという意見も出ており，日本は，ひたすら一
方通行の思いを米国に向け続けるべきではない。米国との外交関係は，
核となる柱の「１つ」とすべきである。
例えば『「イラク戦争」検証と展望』（寺島実郎・小杉泰・藤原帰一編）に
おいて，寺島氏は次のようなことを書いている。
「２１世紀の日本外交にまず問われるべきは，米国への過剰依存と過剰
期待を脱却して国家としての「主体性」を取り戻すことである。「対米
関係の再設計」，それこそが我々の世代の課題であり，歴史的アナロ
ジーでいえば，これは明治期日本の「条約改正」にも匹敵する「現代の
条約改正」だと思う。諦めと固定観念を脱し，真の国益を熟慮して「自
らの運命を自らが決する」決意を抱くべき時である
（３１）
」。
これはイラク戦争における，日本の無批判での米国協調に対する批判
である。また，『イスラームに負けた米国』（宮田律）の著者も同様に，
米国への「盲従」はイスラーム世界や国際社会での信頼を失うとしてい
る。ただし，日米関係の見直しまでは踏み込まず，米国に対し「主張す
べき時には主張する」という姿勢を持つべきとしている。
このように米国の中東政策には大きな過ちがあり，それに日本は追従
するべきではない。もちろん米国も，政権交代と共にイラクの失敗から
学んだ外交政策を展開するだろう。しかし，イラクの失敗は，日米関係
の新たな形を模索する機会である。
様々な形があり得るが，方向性としては，前述したように日米だけで
なく他のいくつかの外交関係の柱を構築し，米国依存の型を脱すること
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である。前述した両著者も，日本外交には主体性が必要としており，米
国に追従することが国益となることなどは無いだろう。また，それは日
本の中東外交における米国の存在を見れば分かるだろう。それに，経済
的に世界でも指折りの国が，外交に関しては米国一辺倒のままでは，国
際社会での本当の信頼などあろうか。日本は国連安保理の常任理事国入
りを求めているが，米国にノーを言えない今の日本では，安保理に米国
の賛同者が増えるだけで何の意味もなく，また参加する資格は無いと思
われる。
日本としては，日米の関係は維持しつつ，米国に対しては主張すべき
時は主張し，さらにアジアとの繋がりを深めるべきだ。そしてそれは中
東に及び，ヨーロッパへと至る全世界的な外交が理想的である。第１次
石油危機の際，日本が独自にパレスチナ，アラブ支持の方針を打ち出し
たように，独自性を出すべきである。そうした姿勢は，現在のパレスチ
ナ問題への中立的な関わり方のように長続きするものである。日本に
は，憲法の理念を誰に屈することも無く発言出来る外交が求められる。
４．日本の主体的外交とは
以上のように，日本には独自性を持った主体的な外交が求められる。
しかし，主体的な外交とはどのような形を指すだろうか。
『外交力を鍛える』（須川清司）では，日本外交の最大の問題は「自力
思考の欠如」であるとし，その裏返しが「アメリカ任せ」体質であると
主張している。もちろん著者は，日本外交が全て「アメリカ任せ」であ
るとはしていないが，その際に発揮された独自性は，米国の掌の上で
「小さな独自性」を発揮したに過ぎないともしている。
主体的であるか否か，という問題はこの点にあると思われる。例え
ば，イラク戦争でいえば，日本が賛同した理由は，建前はイラクが大量
破壊兵器を隠し，国連決議に違反している，というものであった。この
研究年報 社会科学研究 第３０号（２０１０年２月１５日）
１２４
思考の発生はどこにあったか顧みると，日本ではなく，米国の考えで
あったはずだ。仮に米国無しで考えれば，日本が独自に上記の理由を持
ち出すはずがない。そして本音では，対米協調こそが日本の国益にな
る，故に協調する，というものではなかったか。これを米国との関係を
維持することで他の問題にも影響力を維持する，という高度な政治判断
と解することも出来なくはない。しかし主体的であるか，と問われれば
否と言える。真の問題はイラクにあったにも関わらず，中東外交の問題
が対米協調を主体としている。これが問題なのである。
「大事なのは，「同盟先にありき」で思考停止するのではなく，「国益
先にありき」で考え抜く姿勢を持つ，ということだ
（３２）
」。
このような主張の一方で須川氏は，納得ずくで行う対米協調もあると
し，問題は惰性で従うことにあるとする。
イラク戦争における対米協調は，国益を求めたという点では１つの選
択であった。しかし，イラクの問題に対する日本の立場は，中東に関す
る日本独自の国益を考えたものではなかった。日本は対米協調こそが国
益であるとする思考を捨て，全世界的に国益を考え，必要な場合に対米
協調，あるいは米国を日本に協調させるという姿勢を身に付け，率先し
て行動していくべきである。そうすることにより，日本に対する世界か
らの信頼を，さらに寄せることが出来るのではないか。
そしてそうした姿勢を，今後米国は求めてくると考えられる。もはや
日本は自発的に行動していく時が来ているのである。
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